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特殊会社及び独立行政法人の業務について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※（　）内は主な平成１５年度概算要求額

① 建設譲渡事業

（施設整備補助金　15 億円）

② 廃棄物処理技術開発事業

③ ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理事業

（施設整備補助金　154 億円）

④ ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理助成

事業（PCB 基金）
（基金造成補助金　20 億円）

⑤ 環境浄化機材貸付

⑥ 環境情報提供

⑦ 最終処分場維持管理積立金

⑧ 民間活動支援事業（地球環境基金）

（補助金 12 億円）

⑨ 債権管理回収

（貸倒引当費　40 億円）

【環境事業団】

【特殊会社：日本環境事業株式会社】

・ ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理事業

・ 環境浄化機材貸付

・ 環境情報提供

・ 目的達成業務

平成 15 年度で廃止

平成 13 年度で廃止

【公害健康被害補償予防協会】

○公害健康被害補償業務

（納付財源交付金　133 億円）

○公害健康被害予防業務（予防基金）

【独立行政法人環境保全再生機構（仮称）】

・ ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理助成

事業（PCB 基金）

・ 最終処分場維持管理積立金

・ 民間活動支援事業

　　　　　　　（地球環境基金）

・ 債権管理回収

・ 建設譲渡事業残事業処理

　（経過措置

　　　　既存事業終了時（平成 1 8 年度目途）まで）

・ 公害健康被害補償業務

・ 公害健康被害予防業務

　　　　　　　　　（予防基金）

・ 土壌汚染対策助成等業務

　　　　　　　　　（土壌基金）

・ その他業務

【指定支援法人】（土壌汚染対策法）

○土壌汚染対策助成等業務

　　　（土壌基金）

（基金造成補助金　5 億円）


